































の利益享受を通じて、富や雇用を生み出す産業 と定義した。 は 年に、クリ
















た（ ［ ］ ）。また、スロスビーは、クリエイティブ産業とは クリエイ
ティブな財・サービスを生産する産業 であり、文化産業は 文化的な財・サービスを生
産する産業 であると述べた（ ［ ］ ）。スロスビーは、中核となる創造





年に英国政府機関が再定義したのである（根木ほか［ ］ ページ、 ［ ］

















































































































































































































































































































































































































































































的芸術（芸術活動）の周りに、それ以外の 中核となる文化産業 、 広義の文化産業 、
関連産業 が序列的・外延的に広がる関係として示し、それを同心円モデルと呼んだ。
その意味では、彼の定義は、文化産業に関する定義というべきかもしれない。他方、国連
貿易開発会議は、クリエイティブ産業を表 のように類型化した。表 の通り、 英国政
府が示した概念、 象徴的文意の見解、 スロスビーによる同心円モデル、







機器）となる（ ［ ］ 、訳書 ページ））。
文化産業
文化産業という名称は、文化の商品化・商業化（ ）に反発
して、アドルノ ホルクハイマー（ 年）が表現したという（スロスビー［ ］
、訳書 ページ、 ［ ］ 、訳書 ページ）。その後、ガルブレ
イスの著書（訳書名） 自由の季節 （ 年）の中の 経済学と芸術 やボーモル ボー















サービス、広告関連サービス、研究開発サービスが含まれる（ ［ ］ 、
訳書 、 、 ページ）。
）オーケストラ（交響楽団）は芸術性の表現に大規模なホールを必要とするが、それに関わる公的資金
助成の適否はボーモル ボーエンの 費用病（ ） 問題と呼ばれている。
）スロスビーは、 年著書でも広告業、観光業、建築サービス業を非常に広い定義においてのみ文化


































































































































的に研究したものはそれ以外には少ない。吉本［ ］は、英国 が示した 産業
について、日本のクリエイティブ産業の 年と 年の事業所数と従業者数を推計し、
サービス業に限られたが、 年、 年、 年の収入金額も推計した。それぞれ 事
業所・企業統計調査 と サービス業基本調査 から推計している。同時に、英国の
年における実態を示し、両国の簡単な比較をしている。吉本はまた、クリエイティブ産業
従業者数とその対全国従業者数比率の 年前後における国際比較も行っている。吉本
［ ］は、 年の事業所数と従業者数を推計し、 年、 年の事業所数と従業者
数と各増減率を分析している。また、政令指定都市におけるクリエイティブ産業の概況を
）ストーンマンは英国の従事者数を 万人（ 年）と推定した（ ［ ］ ）。
によれば、アメリカの従事者数は 万人、対全国比率 ％（ 年）であり、オーストラ
リア、カナダ、フランス、イギリス、アメリカのクリエイティブ産業の対 または対 比率は
％から ％である（ ［ ］ ）。


















国では 年、約 万人がクリエイティブ産業で働いている（ ［ ］ の
資料から計算すると対全国比率は ％）。また、英国全体の粗付加価値額に占めるクリエ













約 万人とわかる（ ［ ］）。ちなみに、クリエイティブ産業とそれに関連する
領域を含めた経済を クリエイティブ経済 と呼ぶが、それは図 での領域 から の合
計を指す。英国のクリエイティブ経済への従事者数は 万人であり、それは全国従事者







グラム作成） 兆円、広告業 兆円であり、全体で 兆円である ）。上述した通り、
産業の細かい定義や概念に対応したデータ・資料を必ずしも入手できなかったので、表示
した産業実態はあくまで試算数値とみなすべきである。参考数値として、 年の対
比率は ％、 年の対 比率は ％であった。また、別途推計されたコンテ
ンツ産業の事業規模は 兆円（映像 兆円、音楽等 兆円、ゲーム 兆円、テキスト
兆円）という（ デジタルコンテンツ白書 年版。表 参照）。
）クリエイティブ経済については、本稿の付論を参照。
）事業規模を、吉本［ ］はサービス業に限定して 年 兆円、 年 兆円、 年 兆




高でみて、食品工業 兆円、化学 兆円、自動車工業 兆円、不動産 兆円、電





























出所）デザイン 、デザイン はともに 特定サービス産業動態統計調査 。
ファッション は、 ［ ］ 調査報告書 平成 年度クールジャパンの芽の発掘・連携
促進事業 ファッション業況調査及びクールジャパンのトレンド・セッティングに関する波及効果・
波及経路の分析 月 日。
工芸品は、陶磁器製置物、貴金属、宝石、装飾品等、人形、漆器製製品の合計値。 平成 年 工業
統計表（品目編）
骨董品小売業は、中古品販売額。
















メディア別規模・構成比率をみると、パッケージ型流通が 兆円（ ％）、放送 兆
円（ ％）、ネットワーク型流通 兆円（ ％）、劇場・専用スペース型流通 兆円












たとき、それは 年で 兆円、 年で 兆円の規模である ）。
次に、日本のクリエイティブ産業の就業者数を見ておこう。就業者数の実態把握に必要
な数値の最新資料は 年に関する統計しか見つけられなかった。筆者が推計した結果を
表 に示している。ソフトウェア業 万人、アパレル産業（ファッション） 万人、
建設設計業 万人、広告業 万人、音楽関連 万人などであり、総計は 万人
であった ）。総数で 万人を上回っている点をみると、雇用機会は少なくない ）。ただ
）売上高は 日本統計年鑑 第 回、平成 年、 ページの値を用いた。
）広告費の値は、電通 年 日本の広告費 による（
アクセス日 ）。
）ファッション産業の値は、 ［ ］による。
）文化庁 文化芸術関連データ集 平成 年、のなかの 日本の芸術家 によれば、平成 年に芸術
家は 人にいる（国勢調査ベース）。うちわけは、著述家 人、彫刻家・画家・工芸美術家
人、デザイナー 人、写真家・映像撮影者 人、音楽家 人、舞踊家・俳優・
演芸家 人である。
）従事者数を、吉本［ ］は、 年 万人、 年 万人と推計し、佐々木［ ］は
















































































































































能やスキルには、 級・ 級という区別（レベル）がある。当事者はその点を理解している。第 に、
製品には無限の多様性がある。第 に、著作権は作者の死後も長期間保護される点で、製品の寿命は長

















































































品そのものの物質的価値だけでなく、 顧客価値 体験価値 を扱うが、作品や製品を商
品化する ことが重要となるから、 ファッションはアートではなく、ビジネス という
見解がある（尾原・小林［ ］ ページ）。
劇場鑑賞、映画、音楽、舞台、ショー、ライブ・イベントの場合、 制作、配給、興




























































































































































































に由来する。さて、 年 月、 新成長戦略 が閣議決定された
（管内閣）際に、 クールジャパンの海外展開 が の国家戦略の つになった。また、クールジャパ
ン室が設置された。同年 月、クールジャパン官民有識者会議が開催された。 年、 クールジャパ
ン戦略の推進 （ファッション、食、コンテンツ、観光）が決定された。 年 月、経済産業省に生
活文化創造産業課（クリエイティブ産業課）が新設され、クールジャパン室などを同課に統合した。
年 月、内閣官房に クールジャパン推進会議 設置。同年 月 日、 知的財産政策ビジョン




た。ここでは、放送コンテンツが強調された。 年 月、官民ファンド 海外需要開拓支援機構
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